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　様 式１　活動・一般プログラム申請用 

2016(平成28)年度　年賀寄附金配分申請書
日本郵便株式会社　御中

　以下により年賀寄附金配分申請をいたします。　（該当する□を■としてください。）
	
	※2016(平成28)年度年賀寄附金配分申請要領等をお読みになってから記載してください。



	申請日
	2015(平成27)年　　　１１月　　１１日

	団体種別
	□1社会福祉法人　□2更生保護法人　□3一般社団法人　□4一般財団法人　□5公益社団法人　□6公益財団法人　☑7特定非営利活動法人（NPO法人）

	フリガナ
	

	団体名称


	（団体種別はここに記載しないでください。）
メンターネット

	
	法人のホームページ：□無　☑有（http://mentor.or.jp/                                         ）

	フリガナ
	オカザキ　ヒロユキ
	役職
	理事長
	法人代表印

（必須）

	団体代表者

氏　　　名
	岡崎　博之

	
	
	

	団体所在地
	（郵便番号　700－0807　　　　）※都道府県から記載してください。
岡山県岡山市北区南方2丁目13-1きらめきプラザ２階ゆうあいセンター３号室

	
	TEL:　086-280-6076　　　　　　　　FAX:086-280-6077 　　　　　　　　　　　

Email: visa@mentor.or.jp  

	フリガナ
	ミワ　ミユキ
	施設・部署名
	

	実施責任者氏　　　名
	三輪　美幸
	
	

	
	
	役職
	理事・事務局長

	連絡先住所
	（郵便番号　700－0904　）※都道府県から記載してください。
岡山県岡山市北区柳町2丁目４－２３プレジデント山忠ビル６F西2号

	
	TEL:　086-232-1538　　　FAX: 　0867-42-7247　　　　　　　　

（必須）Email: miwahoujin.m@kvf.biglobe.ne.jp  

	＊事務局からの連絡・書類の送付は、すべて実施責任者あてに行います。事業の内容について日常的にお問い合わせのできる方を実施責任者として一名を選定してください。Emailは携帯mailでも可能です。Emailの記載は必須です。

	申請事業種別
※主となる種別1つだけ選択
	□1社会福祉増進 □2非常災害救助 　□3特殊疾病研究 □4被爆者援助 □ 5事故水難救助

□6文化財保護　 □7青少年健全育成 □8スポーツ振興 ☑9留学生援護 □10地球環境保全

	申請事業名
	「～の～のための～事業」のように事業の対象又は種別、事業目的、事業内容等が分かる名称を具体的に記載してください。（記載例：「障がい者の社会参加の機会拡充のためのサロン活動事業」）

	
	外国人介護技能実習生受入のための日本語教育及び各種講習事業

	申請事業の内容
（概要）
※簡潔に記載してください。
	２０１６年度から開始される予定の外国人介護技能実習生受入準備として事業化する。
１、集合教育やe-ラーニングによる介護技能実習生向けの双方向の日本語教育。
２、法的保護情報講習・技能専門研修等の講習と翻訳通訳者ネットワークの活性化。
３、監理団体（協同組合）・介護福祉施設等との懇談会開催と個別相談。

	繰越剰余金
	直近の決算書に記載された法人全体の次期繰越剰余金額（会計基準により用語が異なります。）を記載してください。

	
	　　　　　　　　　　　　８３，０２５　円

	繰越剰余金の

予定使途内容
	その資金使途予定内容を具体的に記載してください。使途予定がない場合にもその旨を必ず記載してください。本項の記載は必須であり、記載の無いものは欠格となります。

	
	自己資金が予定を超えた場合の予備費としておく。

	申請事業費
	1� 　配分申請金額


	
	４
	２
	８
	０
	０
	０
	０
	円

	
	②　自己負担金額
	
	
	５
	０
	０
	０
	０
	０
	円

	
	③　事業費総額

（1 ②）
	
	４
	７
	８
	０
	０
	０
	０
	円


（注：申請事業費①～③は事業費の内訳の同一項目の金額と同じ。配分申請金額は千円未満切捨て。）

	※ここから下の部分は事務局使用欄ですので、記入しないでください。

	
	先駆性
	社会性
	実現性
	緊急性
	配分額
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請団体（法人）について（申請施設ではなく申請団体の法人全体で記載してください。）

	法人設立登記年月：(西暦)　　2004　年　7　月　　　　

	団体常勤の役員及び職員の合計数（　　　　　　1　人）

	（必須）昨年度の支出総額：　　　4,963,592円（自(西暦)　2014年　７月～至(西暦)　　2015年　6月）

	（必須）昨年度の収入総額：　　　4,977,201円

	　（収入内訳）※内訳についても必ず記載してください。

	　　会費　　　　　　　　　　　　253,000　円　

	　　一般寄附金　　　　　　　　　610,000　円　

	　　事業収入　　　　　　　　　　1,106,050円　主な収入源（法的保護情報講習、入国在留申請相談事業　）

	　　民間助成金等　　　　　　　　　　　0　円　主な資金源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　　行政補助金等　　3,008,112円　主な資金源（岡山県雇用創出支援事業、岡山市平成26年度市民協働推進モデル事業）

	　　その他　　　　　　　　　　　　　39　円　主な資金源（　預金利息　）

	※支出総額・収入総額は法人全体の額を記載してください。なお、記載は必須です。

	設立目的：

	　当法人の定款の事業目的には、「情報技術（I.T）を活用して、多文化協働社会の実現を目指し、自立と相互扶助の精神のもと、仕事づくりと起業を追及する日本人及び在日外国人に対して職業能力の開発、雇用機会の拡充及び創業を支援する事業等を行い、地域経済の活性化に寄与することを目的とする。」と明記している。2004年7月に設立以来「多文化協働の仕事づくり・まちづくり」をコンセプトにして、在住外国人の入国在留（ビザ）相談、就労・起業支援を行う中で、「多文化共生社会」の実現を目指している。

人口減少・デフレ等時代と環境変化に対応させて、動画システムを活用した「留学生就労ガイダンス・入管の要件」「改正入管法について」など「人権の擁護」「国際協力」「多文化共生」の広報活動を行っている。

	活動内容と実績：

	１、在住外国人と関係者の在留資格・行政・生活相談等、人権擁護のための相談事業（毎年百数十件）とそれに基づく個別支援（創縁社会づくりプロジェクト）。

２、技能実習生の管理団体である事業協同組合と協働した多言語の法的保護情報講習及び日本語学習支援。

（平成２２年度・２５年度年賀寄附金配分助成金でのテレビ会議による技能実習生相談、日本語学習支援セミナー、技能実習生関連団体懇談会等）参考：http://ginou.mentor.or.jp/
３、留学生や日系ブラジル人など在住外国人の就労・起業支援を通じての地域経済の活性化。

　（留学生就活セミナー・日系ブラジル人の基金訓練等への協力、大学・専門学校のキャリアセンターとの懇談、外国人の起業支援）◎モーションギャラリー：https://motion-gallery.net/projects/tagengoweb
４、ホームページやICT・動画システムでの情報提供及び日本語教師・翻訳・通訳者ネットワークの立上げ（岡山市平成26年度市民協働推進モデル事業）　参考：http://mentor.or.jp/

	※事業を実施する施設の所在地が申請団体の所在地（１ページに記載のもの）と異なる場合は、以下について必ず記載してください。

	事業を実施する施設：

	施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（施設設置：(西暦)　　　　 年　　　　月）

	所在地：（〒　　　－　　　　）

	施設の種類･内容：

	設立目的：

	

	活動内容と実績：

	


申請と配分の状況等：

	(1) 年賀寄附金配分への過去年度の申請状況：（分かる範囲で記載してください。）

	　　□今回初めて　□2015　□2014　☑2013　☑2012　☑その他（　２０１０年度　）

	(2) 年賀寄附金配分の過去年度の受給状況：（分かる範囲で記載してください。）

	　　□2015　□2014　☑2013　□2012　□2011　☑その他（　２０１０年度　　）

	(3) 他の助成団体への申請状況：（年賀寄附金配分へ申請した事業と同一の事業を他の助成団体に併行して申請することは可能ですが、他の補助金・助成金の配分が決定した場合には年賀寄附金配分辞退の有無を含め事務局へ速やかに連絡してください。）

	　　他団体への重複内容での併行申請：☑無　□有（助成決定通知予定日：（西暦）　　　年　　　月頃）

　　「有」の場合申請先助成団体名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	(4) 今回の本配分事業を何で知ったか、該当するものすべてに印を付けてください。（複数回答可）

□Webサイトやメーリングリスト（サイト・リスト名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□郵便局窓口のポスター・リーフレット（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□新聞・雑誌・広報誌・機関紙・ＴＶ等（媒体名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□行政・団体・知人等からの紹介（紹介者所属等：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

☑年賀寄附金事務局からの連絡

☑過去に申請経験がある
□その他（具体的に記載をお願いします：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	(5) 普段よく利用する郵便局名又はお近くの郵便局名を１局だけ記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山東　郵便局


　申請される事業内容は本申請書によって審査されます。参考資料を添付していただいてかまいませんが、必要な事項は「添付資料のとおり」、「添付資料参照」とせず、必ず本申請書に内容を記載してください。また、事業の完了後、「事業成果報告・自己評価書」を提出していただきますので、具体的目標等については、十分に検討の上、設定してください。
　なお、申請の事業費総額は、団体の事業規模・収支規模に適切な規模（実施可能な規模）としてください。

	配分申請事業の説明

	(1) 申請事業の背景・必要性及び目的：（なぜ必要か、どのような目的で活動を行うのかを簡潔に記載してください。）

	1、 申請事業の背景
２０１６年の通常国会において外国人技能実習制度改正で「介護」職種の追加が予定されている。その中で、日本語能力試験について来日時・N4、２年目に移行する要件としてN3が必要とされているので継続的な日本語学習が求められている。
しかし、これまでの技能実習制度は製造業・建設業等で、日本語教育はコミュニケーション能力取得が十分になされていないこともあり、トラブルや問題が起こっている。
２０２５年には介護職が全国で３８万人、岡山県で５，７００人不足すると予測されている。政府も年間１０万人以上となっている介護離職者を「介護離職ゼロ」とする施策を打ち出している。
　
2、 必要性

介護技能実習は人を相手に仕事をしていく初めての事業で、関係団体のすべてが未経験である。
２０１６年夏から秋にかけて最初に入国が予定されているので、受入体制の準備を含めてこの事業が全国に先駆けたものとなる。
特に、トラブルを未然に防止する日本語でのコミュニケーション能力の向上が必要とされるにとどまらず、日本語能力試験に合格することが必須である。
　監理団体（協同組合）・実習実施機関（介護福祉施設）等も初めて受け入れるので研修・情報交換を含めた懇談会を開催し、介護福祉の専門家、日本語教師・教員等の日本語教育専門家などの関係団体と協力して個別相談を受ける態勢をつくる。
多言語の法的保護情報講習等の講習やテキストも新たに介護技能実習生用に準備をする必要がある。
3、 事業目的

外国人介護技能実習生への日本語教育や各種講習を図る中で、技能実習制度の適正化を推進する。

事業を通じて、開発途上にあるアジアの地域からの外国人研修・技能実習生の援護を行うとともに、社会福祉法人・介護福祉施設の安定した運営に寄与する。
日本語でのコミュニケーション能力を高めるとともに、日本での生活ガイダンス、法的保護情報講習（入管法・労働関係法・不正行為対応）などの講習を多言語テキストで通訳をつけて行うことで、技能実習生受入れにともなうトラブル・問題の未然の防止に寄与する。


	(2) 申請事業の具体的内容：（どのような事業を実施するのか事業内容を実施スケジュールや事業費内訳と関連付けて具体的に記載してください。）

	1、 日本語教育
1 講習期間（入国直後1ヶ月）中の集合教育
2 E-ラーニング（Genseeシステム）による受講システム構築の立ち上げ、実証実験
3 スマートフォンやパソコンで自主的に日本語学習が出来るＷebサイトの作成
4 介護技能実習生向けの日本語能力試験・Ｎ3取得用教育と独自の教材の作成

5 上記事業を推進する日本語教師ネットワーク（平成26年度岡山市市民協働モデル事業において立上げ）の充実
※Genseeシステムとは、web上でのセミナー受講システムで、パソコン・タブレット端末がインターネットに繋がれば、どこでも受講できるシステムである。双方向でのやり取りが可能で、受講生がその場で質問し回答が得られるので、こうしたＥ-ラーニングに適している。
2、 各種講習

1 日本での生活ガイダンス講習
2 法的保護情報講習（技能実習生に向けた入管法及び労働関係法の講義）
3 車椅子や介護リフト等の介護器具の使用に関する技能講習・特別教育等各種講習の支援

4 介護福祉施設への入管法・技能実習制度等の講習
5 監理団体・協同組合への介護福祉分野の講習

6 ①②の多言語テキストの改定と翻訳通訳者ネットワークの充実
3、 懇談会と相談
1 介護福祉・技能実習制度の関係者の懇談会及びセミナーの開催

2 E-メールやフリーコール電話を利用した個別相談
アドレス：visa@mentor.or.jp   フリーコール：0800-919-2794

	(3) 申請事業により達成したい具体的成果目標：（事業を行うことにより実現したい成果目標をできる限り数値目標として記載してください。質的成果の目標についても記載してください。）

	具体的成果目標（内容）
	対応する数値目標

	１－①入国後１か月間の日本語教育の一部に講師を派遣し、介護分野の専門用語も含めて教育する。（月～金曜日・１日８時間）
１－②Genseeシステムを利用したE-ラーニングによる定期的な日本語教育の立ち上げ（週１回以上・登録制）と実験的運用
１-②Ⅱ実習生受入企業の協力を得て、土・日曜日に１回・３時間の講義
１－④⑤岡山市・市民協働の日本語教師ネットワークの活用
２－①②法人メンバーの行政書士・社会保険労務士など６人の専門家で講義

２－③介護福祉機器の就労前の講習支援（通訳者ネットワークの活用）
２－④協同組合と提携した講習で講師派遣（各施設及び研修会）

２－⑤社会福祉士や介護福祉士等専門家に講師を依頼

２－⑥６カ国語の多言語テキスト改訂版作成での翻訳通訳者の活用
（インドネシア・ベトナム・英語・中国語・ミャンマー(新規)・やさしい日本語）
３－①懇談会年２回開催する　

３－②個別相談・月１０件程度、１００件以上の相談目標
	月平均・２クラス×１０名
常時・１０か所×５名＝５０名程度を対象予定
月平均・週２回×４週×５名

８人でローテーションを組む

１０か月×４回×１０名＝４００名
５回程度
５回程度

２回程度
パワーポイント・５０コマ×２冊×６カ国語、次年度で事業化可能にする


	(4) 申請事業にかかわる事前実績：（申請事業を実施するに当たり、団体の過去の実績で申請事業に活用できるものがあれば記載してください。申請事業について他の団体等の協力が得られる場合もその旨を記載してください。）

	1、 ２０１０年度の年賀寄付金助成金での実績：岡山県中小企業団体中央会の支援で新しい外国人研修・技能実習制度へ対応させる体制を確立する。（相談事業と法的保護情報講習など）
2、 ２０１３年度の年賀寄付金助成金での実績：E-ラーニングによるベトナムへの日本語教育。

岡山県中小企業団体中央会と協働して作成した多言語テキスト作成。
ベトナム・ミャンマーなどの送り出し機関との交流、監理団体・協同組合の実務に関与。

3、 ２０１４年度の岡山市市民協働モデル事業でのｗｅｂサイトと日本語教師・翻訳通訳者ネットワークの構築。

4、 上記事業を協力いただいた多様な主体との協働を引き続き継続させます。
①岡山県中小企業団体中央会・岡山県外国人技能実習生受入組合協議会　②協同組合外国人技能実習サポートセンター　③一般財団法人国際技術交流事業団　④社会福祉法人他

5、 ２０１４年度に岡山市市民協働モデル事業を実施し、NPO法人の所管が岡山市となっているので「意見書」は岡山市長に依頼することとする。（これまでは岡山県知事）

	(5) 申請事業が持つ先駆性・社会性・実現性・緊急性に着目して記載してください：（申請要領の「８(1)申請事業に期待する項目」の説明を参考にしてください。該当する部分がない場合は記載する必要はありませんが、審査のポイントとなりますので、できる限り記載してください。）

	先駆性（先駆性が高く発展性があるか）

現在も外国人研修・技能実習制度の適正化に取り組むNPO法人としては全国でも唯一の団体である。
今回、入管法・技能実習制度改正にともなう外国人介護技能実習生受入の体制づくりの事業について、中小企業団体中央会など関係団体とNPO法人などが事前の準備をしているのは岡山県のみなので、全国に先駆けたモデル事業となる。
e-ラーニングによる双方向の日本語教育は当NPO法人独自の手法である。（参考ＷＥｂサイト：http://www.gensee.jp/index.html技能実習生に対するe-ラーニングによる日本語教育は、特に介護職種の技能実習生にとっては入国後1年以内に日本語検定Ｎ3への合格が必要とされることから、勉強時間の確保の地理的・時間的な負担の軽減になり、今後の持続可能な事業への発展が見込まれる。

	社会性（社会的ニーズとその社会的波及効果が高いか）

アジア諸国の介護福祉施設や介護職は十分とは言えない。その点で技能実習制度の本来の目的である、本邦での技能習得により出身国の発展に寄与する国際協力となるだけでなく、介護福祉施設の「人手不足」の補完を通じて安定した運営に寄与する。
批判的な評価が多く「グレーゾーン」と言われている現行の技能実習制度の問題点を、日本語学習や職種の専門知識の講習によりトラブルを未然に防止する適正化事業は、発展途上にあるアジア地域からの研修・実習生を人権的に援護する事業として社会的な意義が大きい。
　同時に、技能実習生と日本人社会との相互理解を深め、日本社会の安全安心に寄与し、国民の多文化共生・多様性・社会的包摂への価値観の転換を図る一助となると考えている。

	実現性（事業計画が明確化され、実現性が高く継続・発展が見込めるか）

　２０１０年度、２０１３年度の年賀寄付金助成金での実績を踏まえ、当法人の力量を考慮し、「介護技能実習」に絞り込んだ実現可能な事業計画としている。
　e-ラーニングのライセンス・サーバ管理の委託以外は、当法人のメンバーと日本語教師（教員等日本語教育専門家を含む）・翻訳通訳者ネットワークで実施することができる。
　また、特に介護職の技能実習生及び受入企業にとってはＮ3合格のための日本語教育は必須のものであり、更に「合格」という具体的な成果を求められる。今後の外国人介護人材の増加を考えると、実現・継続・発展が高い確率で見込まれる。
　また将来、会員制度のソーシャルビジネスとして技能実習生対象以外にも広げていくことも可能となる。

	緊急性（緊急性が高いか）
２０１６年３月までに国会で、技能実習制度に「介護」職種が追加され、即、施行される予定です。第1弾の介護技能実習生の入国が来夏には予想される。従って、１年後に実施するのでは遅いし、意味がない。
監理団体である協同組合や受け入れ先となる福祉施設関係者からは注目度が非常に高いにもかかわらず、未だ介護技能実習生受入に向けた具体的な取り組みは全国でも殆どされていない現状である。
だからこそ、この事業で受け入れ準備を整えることから緊急に取り組む必要がある。
特に、既存の監理団体にとっては「介護福祉」分野は未経験であり、受け入れ先の福祉施設にとっては「外国人技能実習制度」自体が初めて認識するというのも少なくないので、各関係先での受け入れ準備を具体的に進めていくことの緊急に求められている。

	(6) 次年度以降の取組計画：（事業は配分を受けた年だけの一過性のものではなく、継続的・発展的に展開されることが望まれます。申請事業について、配分事業実施の翌年度以降の資金・人員を含む取組の予定を記載してください。）

	　技能実習制度そのものに具体的な事業計画があるが、十分でないことや１つの企業や監理団体・協同組合では実施できないこともある。関係団体が協働することにより実現性が高くなり、中長期的に継続発展させることができる。

　このたび、成年後見で５００数十人の実績があり、介護福祉士・社会福祉士等専門家も所属する岡山パブリック法律事務所と当NPO法人の有志が協同組合外国人技能実習サポートセンターを設立した。

協同組合外国人技能実習サポートセンター、岡山県中小企業団体中央会・岡山県外国人技能実習生受入組合協議会及び監理団体・協同組合等と協働して事業を継続・発展させていく。
また、留学生・研修技能実習生援護事業は行政との協働は困難が伴うこともあるが、当NPO法人は岡山市・NPO市民協働協議会にも関与している。

この事業を継続発展させるには、岡山県や岡山市国際課だけでなく、岡山市社会福祉協議会など医療介護福祉分野の部門をはじめ県民・市民の理解と協力も得ていくことが肝要である。
　人員に関しては、日本語教育や各種講習・セミナー等は既設の日本語教師・翻訳通訳者ネットワークや当法人所属の専門家・協同組合外国人技能実習サポートセンターの専門家が引き続き行っていくことが出来る。
　資金に関しては、日本語教育・講習・セミナーを会費制にして行うことで確保する予定である。


　「活動分野配分対象経費基準」を参照し、以下の表を作成してください。基準において複数の業者からの見積りが必要とされている項目（1件20万円以上の経費）は、複数の業者に見積書作成を依頼し、価格が低い方の見積りを採用し、入手した見積書（コピー可）をすべて添付資料として提出してください。また、経費基準外の場合は金額に計上することはできません。積算根拠は必ず記載してください。団体役職員の人件費は積算根拠を時間数積み上げにて記載してください。
	活動事業費の内訳：

（金額は円単位としてください。積算根拠は「見積書参照」、「添付資料参照」とせず、内容を必ず記載してください。また、消費税等も記載してください。申請金額・自己負担金額ともに経費項目基準内のもののみ計上できます。）

	費　　目
	金　　　額
	積　算　根　拠

	
	
	

	謝　金
	１，０３０，０００円
	日本語講師・週２回×３時間×４０週×２人×１，５００円

	
	
	懇談会講師・２名×２回　×４万円

	
	
	各種講習講師・１５回×２名×５，０００円

	旅費交通費
	２３０，０００円
	遠隔地講師２名・７万円

	
	
	日本語教師・翻訳通訳者・事務局員ガソリン代

	
	
	　延１６０回×１，０００円

	会議費
	１０，０００円
	お茶（ペットボトル）１００本×１００円

	
	
	

	
	
	

	会場借料
	６０，０００円
	集合教育、懇談会等・延２０回×２，０００円

	
	
	しんきん合同ビジネス交流会・ブース料金　２万円

	
	
	

	借料損料
	０円
	

	
	
	

	
	
	

	印刷製本費
	３００，０００円
	チラシ・リーフレット・封筒・報告書等の印刷・２５万円

	
	
	コピー用紙・インク代・１枚５円×１，０００枚×１０か月

	
	
	

	通信運搬費
	４３０，０００円
	ライセンス・サーバー使用料・３万円×１０か月

	
	
	専用電話・無線・モバイル料・１万円×１０か月

	
	
	郵送料・３万円

	広告宣伝費
	１００，０００円
	新聞雑誌への広告料

	
	
	

	
	
	

	消耗品費
	１９０，０００円
	ビデオ録画記録媒体・３万円

	
	
	日本語テキスト・翻訳通訳辞書等参考図書・５万円

	
	
	専用ノートパソコン・９万円、文具・２万円

	什器備品費
	０円
	

	
	
	

	
	
	

	賃　金
	１，３２０，０００円
	講座配信・２４０時間×１，０００円

	
	
	法的保護情報講習等要員・１５回×１，０００円×８時間×２人

	
	
	本事業の臨時雇用者・週３回×１，０００円×７時間×４０週

	雑役務費
	９６０，０００円
	通訳料・２０回×１，５００円×８時間×２人

	
	
	多言語翻訳（英語・中国語・ベトナム語・インドネシア語

	
	
	ミャンマー語・やさしい日本語）８万円×６カ国語　

	委託費
	１５０，０００円
	ＷＥｂサイト・ビデオ等の作成（当法人会員に委託）

	
	
	

	
	
	

	その他
	０円
	

	
	
	

	
	
	

	合計（申請事業費）
	事業費総額③（①＋②）：　４，７８０，０００円　
（内訳）配分申請金額①　4,280,000円　　自己負担金額②　500,000円

※配分申請金額は千円未満切捨て。


	実施スケジュール（予定）

	年　月
	実施内容等

	２０１６．４
	関係団体と実行委員会を設立し、日本語教育等の計画の具体化を行う。

	
	日本語教師ネットワークへの呼びかけ開始

	
	

	２０１６．５
	専用ＷＥｂサイト構築、メーリングリスト・Facebookページ立ち上げ

	
	

	
	

	２０１６．６
	法的保護情報講習・ガイダンス多言語テキスト改訂版作成開始（英語・中国語・ベトナム

	
	語・インドネシア語・ミャンマー語・やさしい日本語）

	
	生活ガイダンス及び法的保護情報講習の実施（以後毎月実施）

	２０１６．７
	第１回懇談会開催

	
	Ｅメールやフリーコールを利用した個別の相談開始

	
	

	２０１６．８
	介護福祉施設への入管法・技能実習制度等の講習

	
	監理団体・協同組合への介護福祉分野の講習

	
	

	２０１６．９
	ベトナム又はフィリピンへのGenseeを活用したE-ラーニングによる日本語教育開始

	
	（１１月まで）

	
	

	２０１６．１０
	中間総括会議

	
	

	
	

	２０１６．１１
	翻訳通訳者ネットワーク会議

	
	

	
	

	２０１６．１２
	日本語能力試験・N3取得用日本語集合教育

	
	介護器具の使用に関する技能講習・特別教育等（以後月2回程度）

	
	

	２０１７．１
	実行委員会会議　まとめに向けて

	
	

	
	

	２０１７．２
	外国人介護技能実習制度第２回懇談会

	
	

	
	

	２０１７．３
	総括会議・報告書作成準備。（来年度以降の方針）

	
	

	
	


　2015　年　11月　11日
2016（平成28）年度年賀寄附金　申請にかかる確認事項
	確認リスト（該当するすべての項目にチェックがあることが必要です。）※必ず記載してください。

	チェック項目
	(1) 最新決算時において法人設立登記後１年以上経過し、かつ１年間の年度決算書を確定していること
	☑はい

	
	(2) 申請団体に公益に反する行為のないこと
	☑はい

	
	(3) 申請事業は10の事業に含まれる事業であり、その事業は定款等の記載範囲内であること
	☑はい

	
	(4) 申請事業は国内で実施される事業であること
	☑はい

	
	(5) 法令に定める事業報告書等の作成及び提出を期限内に行っていること
	☑はい

	
	(6) 申請団体に公益に反する行為等のないこと
	☑はい

	
	(7) 申請書１ページ目に法人代表印の押印
	☑　有

	提出書類
	(8) 都道府県知事等の意見書（押印された原本）　岡山市長
	☑　有

	
	(9) 直近の申請団体全体としての収支決算書の写し
	☑　有

	
	(10) 直近の申請団体全体としての収支予算書の写し
	☑　有

	
	(11) 定款又は寄附行為の写し
	☑　有

	
	(12) 郵便はがき（あて名面に実施責任者の連絡先（住所）・氏名を記載してください。）
	☑　有

	
	(13) 見積書（入手した見積書すべて）の写し
	☑有 □無

	
	(14) 団体及び事業内容に関する添付資料
	☑有 □無

	表明・確約
	(15) 申請団体若しくは申請団体の役員等（役員、実質的に経営権を有する者、代理人、使用人その他の職員をいう。以下同じ。）又は自己の委託先（委託が数次にわたるときは、そのすべてを含む。下記イ及びウにおいて同じ。）若しくはその役員等が次の各項目のいずれにも該当しないことを申請書の該当箇所にて表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約していただきます。

ア　暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ(*)、特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下「暴力団等」という。）であること。

イ　暴力団等が経営を支配していると認められる関係を有すること。

ウ　暴力団等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。

エ　自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団等を利用していると認められる関係を有すること。

オ　暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。

カ　暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有すること。

(*)社会運動等標ぼうゴロ：社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者
	☑はい

	
	(16) 申請団体若しくは申請団体の役員等又は自己の委託先若しくはその役員等が、自ら又は第三者を利用して、次の各項目の一にでも該当する行為を行わないことを申請書の該当箇所にて確約していただきます。
ア　暴力的な要求行為

イ　法的な責任を超えた要求行為

ウ　取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

エ　風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて日本郵便株式会社の信用を毀損し、又は日本郵便株式会社の業務を妨害する行為

オ　その他前各項目に準ずる行為
	☑はい


※　申請団体若しくは申請団体の役員又は申請団体の委託先若しくはその役員等が、前記(15)の各項目のいずれかに該当し、若しくは前記(16)の各項目のいずれかに該当する行為をし、又は前記(15)による表明及び確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合は、採択を取り消すこと又は配分金の返還を求めることがありますので、あらかじめご了承願います。
	2016（平成28）年度年賀寄附金の申請にあたり、2016（平成28）年度　年賀寄附金配分申請書が、上記確認事項について証憑に基づき、正確に記載されたものであることを証します。

団体の名称：特定非営利活動法人メンターネット
申請事業名　外国人介護技能実習生受入のための日本語教育及び各種講習事業
代表者名（自署又は記名押印）：岡崎　博之







　　㊞



